
資料２

産業廃棄物の

処理を委託するときは・・・



委託基準に違反した場合は
5年以下の懲役

若しくは
１，０００万円以下の罰金、

又はこれを
併科されます

2



まずは「契約の締結」

つぎに
「産業廃棄物管理票（マニフェスト）の交付」

最後に
「契約書、マニフェストの管理、集計、報告」

が必要です

委託の流れ
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契約に先がけ・・・

・処理委託予定先の許可状況について確認

（処理対象となる産業廃棄物の種類に係る

収集運搬・処分の許可を有しているか、等）

無許可業者への委託には罰則があります

いざ契約・・・

・契約は、委託者と収集運搬業者、委託者と

処分業者において、書面により、それぞれ

2者間で締結する必要があります。

契約の締結（１）
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委託契約書の作成

法令により、記載内容が決められています。

（ガイドブックP21）

契約書には、処理委託先の現在有効な許可証の写し

を添付してください。

契約書の不備には罰則があります

契約後・・・

・契約書は、契約期間終了後５年間保存する

必要があります！

契約の締結（２）
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自動更新の契約書について・・・

自動更新は、継続的な取引がある場合等において、

契約期間の満了時に、契約当事者からの申出がなくても、

契約が自動的に更新される仕組みです。

自動更新の規定があると思い込んで廃棄物の引渡しを

行ったものの、契約書を確認したら自動更新の規定はなく、

契約期間も過ぎていた！という場合、

契約を締結していない状態で廃棄物を引き渡した

こととなり、委託基準違反となります！

契約の締結（３）
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契約後は、いよいよ廃棄物の引渡しです。

引渡し時は・・・

・受託者（処理業者）へ

産業廃棄物を引き渡すと同時に、

産業廃棄物管理票（マニフェスト）を交付する

必要があります。（電子マニフェストも使用可。）

※マニフェストとは・・・

委託する産業廃棄物の種類、性状、数量、委託者（収集運搬、

処分）等の情報を記載した伝票。一目で委託した産業廃棄物の

処理状況を確認できる仕組み。

産業廃棄物管理票
（マニフェスト）の交付（１）
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一般的なマニフェスト

A,B1,B2,C1,C2,D,E票の

合計７枚で構成。

交付者（排出事業者）

が記載すること！

記載方法は

ガイドブックP26,27

参照のこと。

記載不備には罰則あり

産業廃棄物管理票
（マニフェスト）の交付（２）
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①交付年月日

③排出事業者の
名称・住所等

⑤委託する廃棄
物の種類・量等

②交付担当者

④廃棄物を排出
した事業場の

名称・所在地等

運搬や処分する際
の注意事項

⑥最終処分場所
の名称・住所等

⑦運搬業者の
名称・住所等

⑧処分業者の
名称・住所等

ここには記入不要
（二次マニフェス
トの場合に使用）

運搬担当者の
受領確認

（運搬担当者が廃
棄物の受領時に
署名する）

⑨運搬先の事業
場の名称・所在
地等

積替え保管する場
合は、積替え保管
する場所の名称・

所在地等

「Ｂ２票」「Ｄ票」
「Ｅ票」が送付された
時は、速やかに照合確
認し、「Ａ票」のこの

欄に日付を記入

R2 5 1 青森太郎
■■建設（株） ○△ビル解体工事作業所

10t 二重梱包

建設廃棄物

溶融

石綿含有産業廃棄物

✔

✔

（有）○○運輸

（株）◎◎会社

（株）◎◎会社△△ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

030-1111 017-111-2222

青森県○○市○×町1-2-3 青森県□□市□□町4-5-6
030-5555 017-222-3333

青森県△△市××町100
030-1234 017-987-6543

青森県●●市2-2-2
030-0303 017-710-1701

青森県◇◇市◆◆町7-8-9
017-777-7777030-3030

✔

＜記載例＞排出事業者が記載！
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E

排出事業者 収集運搬業者

D

C2

C1

B2

B1

A

処分業者

（ガイドブックP24,25）

産業廃棄物管理票
（マニフェスト）の交付（３）
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E

排出事業者 収集運搬業者

D
C2

C1B2
B1

A

５年間保存
５年間保存

５年間保存

処分業者

排出事業者の責任において、適正処理が完了したことを
確認してください
A～Eのマニフェストは、各事業者において５年間保存
する必要があります

（ガイドブックP24,25）

産業廃棄物管理票
（マニフェスト）の交付（３）
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処理委託した産業廃棄物が適正処理されたことを

確認した後・・・

前年度（４月～３月）において交付したマニフェストを

集計し、産業廃棄物の種類ごとに数量をとりまとめ、

知事※１に産業廃棄物管理票交付等状況報告書の提出が

必要です※２。 報告期限６月末日

※１ 青森市、八戸市内の事業場に係るものについては、各市に提出してください。

※２ 全ての委託で電子マニフェストを使用している事業者については、

情報処理センターが報告することとしているため、対応不要です。

（ガイドブックP46）

マニフェストの集計・報告（１）
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様式、記載例は県HPで公表しています。
本県ホームページから「マニフェスト」で検索して
詳細を御確認ください。
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産業廃棄物管理票交付等状況報告書において

数量を集計した結果・・・

多量排出事業者※１

（産廃1,000ｔ以上、特管産廃50ｔ以上）

となった場合は、知事※２に

（特別管理）産業廃棄物処理計画書の提出が必要です。

報告期限６月末日

また、次年度、処理計画実施状況報告書の提出が必要です。

※１ 自社で処理を行う事業者は自社処理分と委託処理分の合計量となります。

※２ 青森市、八戸市内に該当する事業場を設置している事業者は、各市に

提出してください。

（ガイドブックP45,46）

マニフェストの集計・報告（２）
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（特別管理）産業廃棄物処理計画書

以下、全６枚 以下、全6枚

産廃処理計画書 特管産廃処理計画書

様式、記載例は県HPで公表しています。
本県ホームページから「多量排出事業者」で検索して
詳細を御確認ください。 15



平成29年の廃棄物処理法改正により、

特別管理産業廃棄物の多量排出事業者

（排出量50ｔ／年以上、PCB廃棄物を除く。）は、

令和２年４月１日から

電子マニフェストの使用が義務化されています。

（ガイドブックP23）

電子マニフェストに関するお問い合わせは
(公財)日本産業廃棄物処理振興センター

TEL ０８００-８００-９０２３
http://www.jwnet.or.jp まで！

特別管理産業廃棄物多量排出事業者の
電子マニフェスト使用義務化について
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http://www.jwnet.or.jp/

